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(1)　給水戸数 戸

(2)　年間総給水量 ㎥

(3)　一日平均給水量 ㎥

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

議案第３３号

令和８年度　南会津町水道事業会計予算

　（総　則）

第１条　令和８年度南会津町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

６,４５２

１,３９５,７２９

３,８２４

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　入

　第１款　水道事業収益 ５５９,１４４

　　第１項　営 業 収 益 ３３６,１２３

　　第２項　営 業 外 収 益 ２２３,０１８

　　第３項　特 別 利 益 ３

支　　　　　　　出

　第１款　水道事業費用 ５９３,５６５

　　第１項　営 業 費 用 ５４８,５９６

　　第２項　営 業 外 費 用 ３９,９６５

　　第３項　特 別 損 失 ４

　　第４項　予 備 費 ５,０００
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千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

(1) 消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用

　（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

１３６,９２０千円は、当年度分損益勘定留保資金１２８,９６６千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的

　収支調整額７,９５４千円で補填するものとする。）。

収　　　　　　　入

　第１款　資本的収入 １７８,３５３

　　第１項　企 業 債 ８９,９００

　　第２項　補 助 金 ７３,４２９

　　第３項　負 担 金 １

　　第４項　補 償 金 １５,０２３

支　　　　　　　出

　第１款　資本的支出 ３１５,２７３

　　第１項　建 設 改 良 費 １１８,２７２

　　第２項　企業債償還金 １９７,００１

　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法

 ３０年以内（うち据置期間５年以内）

 借入先の条件による。

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、１００,０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

水道事業債 ８９,９００ 千円 証書借入 ５．０％以内
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(1)　職員給与費 千円

(1)　運営費に係る補助金 千円

千円

(3)　高料金対策に係る補助金 千円

(4)　田島ダム関連事業等の償還金利子に係る補助金 千円

(5)　建設改良のために発行された企業債の償還金利子に係る補助金 千円

(6)　建設改良のために発行された企業債の元金償還金に係る補助金 千円

　（たな卸資産購入限度額）

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の

　金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

４３,２４１

　（他会計からの補助金）

第９条　事業助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

３０,０００

(2)　人件費に係る補助金 ２６,０８８

２,２０９

５０３

１０,７３９

７３,４２９

第10条　たな卸資産の購入限度額は、７,５０４千円と定める。

令和８年３月５日提出

南会津町長　　渡　部　正　義
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余　白  
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令和８年度南会津町水道事業会計  

予算に関する説明書
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令和８年度南会津町水道事業会計予算実施計画

(単位：千円)
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入

水道事業収益 1. 559,144

336,123 1. 営業収益

335,633 1. 給水収益

490 2. その他の営業収益

223,018 2. 営業外収益

423 1. 受取利息及び配当金

69,539 2. 他会計補助金

153,055 3. 長期前受金戻入

1 4. 雑収益 存目

3 3. 特別利益

1 1. 固定資産売却益 存目

1 2. 過年度損益修正益 存目

1 3. その他特別利益 存目

款 項 目 備　考予定額
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(単位：千円)
収 益 的 収 入 及 び 支 出

支　　　出

水道事業費用 1. 593,565

548,596 1. 営業費用

202,762 1. 給水費

21,001 2. 総係費

323,832 3. 減価償却費

1 4. 資産減耗費 存目

1,000 5. その他営業費用

39,965 2. 営業外費用

32,750 1. 支払利息及び企業債取扱諸費

7,215 2. 雑支出

4 3. 特別損失

1 1. 固定資産売却損 存目

1 2. 災害による損失 存目

1 3. 過年度損益修正損 存目

1 4. その他特別損失 存目

5,000 4. 予備費

5,000 1. 予備費

款 項 目 備　考予定額
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(単位：千円)
資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入

資本的収入 1. 178,353

89,900 1. 企業債

89,900 1. 企業債

73,429 2. 補助金

73,429 1. 補助金

1 3. 負担金

1 1. 工事負担金 存目

15,023 4. 補償金

15,023 1. 補償金

款 項 目 備　考予定額
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(単位：千円)
資 本 的 収 入 及 び 支 出

支　　　出

資本的支出 1. 315,273

118,272 1. 建設改良費

1 1. 配水設備拡張費 存目

118,270 2. 配水設備改良費

1 3. 営業設備費 存目

197,001 2. 企業債償還金

197,001 1. 企業債償還金

款 項 目 備　考予定額
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（単位：円）

令和８年度南会津町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月31日まで）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー ２　投資活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 48,943,755 固定資産の取得による支出 △ 107,520,000

減価償却費 323,832,000 国庫補助金等による収入 15,024,000

資産減耗費 1,000 投資活動における未収金の増減額（△は増加） 45,000,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 55,000 投資活動における未払金の増減額（△は減少） △ 1,822,100

引当金の増減額（△は減少） 66,000 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 49,318,100

長期前受金戻入 △ 153,055,000

受取利息 △ 423,000 ３　財務活動によるキャッシュ・フロー

支払利息 32,750,000 企業債による収入 89,900,000

未収金の増減額（△は増加） 1,093,584 企業債の償還等による支出 △ 197,001,000

未払金の増減額（△は減少） △ 16,175,289 補助金による収入 73,429,000

たな卸資産の増減額（△は増加） 0 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 33,672,000

その他流動負債の増減額（△は減少） △ 1,365,818

小　　　計 137,834,722

利息の受取額 423,000 資金増加額（又は減少額） 22,517,622

利息の支払額 △ 32,750,000 資金期首残高 271,319,510

業務活動によるキャッシュ・フロー 105,507,722 資金期末残高 293,837,132
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１　総括

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

(人） (人）

11 6 267 21,206 14,308 35,781 7,460 43,241

9 6 234 20,498 14,439 35,171 7,478 42,649

2 33 708 △ 131 610 △ 18 592

区  分 扶養手当 住居手当 通勤手当 超勤手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 

本年度 468 336 169 1,276 6,231 5,434 394

前年度 906 607 1,232 6,093 5,165 436

比　較 △ 438 336 △ 438 44 138 269 △ 42

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

（単位：千円）

職員数 給与費

本年度

前年度

比　較

区　分 法定福利費 合　　計

手当の
内　訳
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特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

(人） (人）

11 6 267 21,206 14,308 35,781 7,460 43,241

9 6 234 20,498 14,439 35,171 7,478 42,649

2 33 708 △ 131 610 △ 18 592

区  分 扶養手当 住居手当 通勤手当 超勤手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 

本年度 468 336 169 1,276 6,231 5,434 394

前年度 906 607 1,232 6,093 5,165 436

比　較 △ 438 336 △ 438 44 138 269 △ 42

　(1)　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

職員数 給与費

本年度

前年度

比　較

区　分 法定福利費 合　　計

手当の
内　訳
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２　給料及び手当の増減額の明細

(千円) (千円) （千円）

給　料

 平均昇給率　　 1.44%

 　　　 　　　　　　 　　 (昇給号数) (人数)

4号 6人

（その他） （計）

本年度　　　　　6人 6人

前年度　　　　　6人 6人

増　減　　　　　

手　当 

 昇給号給別職員数

 職員数の異動状況（会計年度任用職員除く）

（現に在職する職員数）

 期末手当0.025月分引き上げ

 勤勉手当0.025月分引き上げ

区　分　
増減額 増  減  事  由  別  内  訳　　 　　　 説            明　　　 　　

備                   考　　　　　　　　　　 

給与改定に伴う増減分 798
会計年度任用職員
以外の職員の給与改
定

798  給与改定の実施時期　　　令和7年4月1日

会計年度任用職員
以外の職員の昇給

そ の 他 の 増 減 分 △ 167
会計年度任用職員
以外の職員の異動等

△ 167

制度改正に伴う増減分 81
会計年度任用職員
以外の職員期末勤
勉手当率等の改正

81

そ の 他 の 増 減 分 △ 212
会計年度任用職員
以外の職員の異動等

△ 212

708

昇 給 に 伴 う 増 加 分 77 77

△ 131
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３　給料及び手当の状況

302,733

306,183

32.8

285,617

293,180

33.3

（単位：円）

一般行政職 技能職 労務職

高 校 卒  　　204,000 217,300 198,200 204,000 217,300 198,200

大 学 卒  　　236,700 236,700

　(1)　職員１人当り給与

　平 均 給 料 月 額 　（円）　

  平 均 給 与 月 額 　（円）　

  平   均   年   齢　 （歳）　　　

　平 均 給 料 月 額 　（円）　

  平 均 給 与 月 額 　（円）　

  平   均   年   齢　 （歳）　　　

　(2)　初任給

一般会計の制度

区　　分　　　　　　　　 　　　　　　　　 事務・技術職 技能労務職 備　　考

令和８年１月１日 現在

会計年度任用職員を
除く

令和７年１月１日 現在

区　分　 　 　事務・技術職 技能職 技能労務職
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級　 　 職員数 (人) 構成比 (％)

６　　級　 

５　　級　 

４　　級　 

３　　級　 3 50.0 

２　　級　 1 16.7 

１　　級　 2 33.3 

合　　計　　 6 100.0 

６　　級　 

５　　級　 

４　　級　 

３　　級　 3 50.0 

２　　級　 1 16.7 

１　　級　 2 33.3 

合　　計 6 100.0

※端数処理の関係上、構成割合の合計が100％と一致しない場合があります。

（級別の標準的な職務内容）　 

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級

　(3)　級別職員数

事務・技術職

区分

区　　　　　分　　　　　　 

事務・技術職
主事
技師

副主査
係長
主査

専門員

課長補佐
主任主査

課長
参事
課長

令和８年１月１日 現在

令和７年１月１日 現在
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職 員 数 （Ａ） (人） 6

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） (人） 6

２号給　（人）

３号給　（人）

４号給　（人） 6

６号給　（人）

８号給　（人）

（％） 100.0

職 員 数 （Ａ） (人） 6

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） (人） 6

２号給　（人）

３号給　（人）

４号給　（人） 6

６号給　（人）

８号給　（人）

（％） 100.0

　(4)　昇給

比 率 （Ｂ）／（Ａ）

比 率 （Ｂ）／（Ａ）

区　　　　　　　　　　　　分　　　　　　　  　　　　　 事務・技術職

昇 給 号 給 別 内 訳

昇 給 号 給 別 内 訳

本

年

度

前

年

度

水道 16



６月 (月 分) 12月 (月 分）

本 年 度　　 2.325 2.325 4.650 有

前 年 度　　 2.300 2.300 4.600 有

一般会計の制度 2.325 2.325 4.650 有

区　　分　　　　　　 　　　　　

扶養手当　　　　　　 　　　　

住居手当　　　　　　 　　　　

通勤手当　　　　　　 　　　　

　(5)　期末手当・勤勉手当

支　給　期　別　支　給　率　　　 　　　　 

　(6)　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　(7)　その他の手当

一般会計制度との異同 差  異  の  内  容　　　 

同　　　一

同　　　一

同　　　一

区　　分　　　 支給率計(月分)
職 制 上 の 段 階 、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

備 考

区　　分　　　 
20年勤続の者

(月 分)
25年勤続の者

(月 分)
35年勤続の者

(月 分)
最 高 限 度

(月 分)
そ  の  他  の
加 算 措 置 等　 

備　　　考 

支給率等　 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職

特例措置
 (2％～20％加算）

一般会計の制度
（支給率等）

同上 同上 同上 同上 同上
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左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 営業収益

千円 千円 千円 千円

令和８年度から

令和12年度まで

千円 千円 千円 千円

令和８年度から

令和12年度まで

債務負担行為に関する調書

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額事　　　項 限　度　額

上下水道事業包括業務委託 ３２０,４５０ ３２０,４５０ ３２０,４５０

有収率向上対策等業務委託 ５９,１００ ５９,１００ ５９,１００
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令和８年度南会津町水道事業予定貸借対照表

（ 令 和 ９ 年 ３ 月 31 日 ）

資 産 の 部

1 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産 円 円 円 円

イ 土 地 144,991,121

ロ 建 物 708,831,718

減 価 償 却 累 計 額 △ 505,129,305 203,702,413

ハ 構 築 物 13,180,953,940

減 価 償 却 累 計 額 △ 8,208,001,605 4,972,952,335

ニ 機 械 及 び 装 置 1,483,971,193

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,307,023,669 176,947,524

ホ 車 両 運 搬 具 3,975,874

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,777,079 198,795

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 7,243,500

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,011,133 2,232,367

ト 建 設 仮 勘 定 611,159,500

有 形 固 定 資 産 合 計 6,112,184,055

(2) 無 形 固 定 資 産

イ ソ フ ト ウ ェ ア 1,840,000

無 形 固 定 資 産 合 計 1,840,000

固 定 資 産 合 計 6,114,024,055
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2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 293,837,132

(2) 未 収 金

イ 営 業 未 収 金 55,448,400

ロ 営 業 外 未 収 金 △ 18,000

ハ そ の 他 未 収 金 △ 45,000,000 10,430,400

貸 倒 引 当 金 △ 9,057,346 1,373,054

(3) 貯 蔵 品 1,268,513

流 動 資 産 合 計 296,478,699

資 産 合 計 6,410,502,754
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負 債 の 部

3 固 定 負 債

(1) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

2,470,015,600

固 定 負 債 合 計 2,470,015,600

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

173,392,127

(2) 未 払 金

イ 営 業 未 払 金 13,824,711

ロ そ の 他 未 払 金 13,177,900 27,002,611

(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 2,918,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 587,000 3,505,000

流 動 負 債 合 計 203,899,738

5 繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

イ 国 庫 県 等 補 助 金 4,051,245,782

収 益 化 累 計 額 △ 2,578,361,081 1,472,884,701

ロ 企業債元金償還金繰入金 868,601,517

収 益 化 累 計 額 △ 868,601,517 0

ハ 建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金 97,142,214

長 期 前 受 金 合 計 1,570,026,915
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繰 延 収 益 合 計 1,570,026,915

負 債 合 計 4,243,942,253

資 本 の 部

6 資 本 金

(1) 固 有 資 本 金 381,002,686

(2) 繰 入 資 本 金 1,502,903,048

資 本 金 合 計 1,883,905,734

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

イ 国 庫 県 補 助 金 1,386,413

ロ 寄 付 金 5,017,500

ハ 工 事 負 担 金 94,944,182

ニ 補 償 金 43,643,026

ホ そ の 他 の 資 本 剰 余 金 0

資 本 剰 余 金 合 計 144,991,121

(2) 利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 36,089,652

ロ 建 設 改 良 積 立 金 190,697,298

ハ 当年度未処分利益剰余金 △ 89,123,304

利 益 剰 余 金 合 計 137,663,646

剰 余 金 合 計 282,654,767

資 本 合 計 2,166,560,501

負 債 資 本 合 計 6,410,502,754
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予算説明書における注記 

 

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

・たな卸資産（貯蔵品）　　先入先出法による原価法によっている。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

イ　有形固定資産 

・減価償却の方法 

定額法による。 

・主な耐用年数 

建物 15～50 年 

構築物 10～40 年 

機械及び装置 ９～20 年 

車両運搬具 ５年 

工具器具及び備品 ３～15 年 

ロ　無形固定資産 

・減価償却の方法 

定額法による。 

　　　　・主な耐用年数 

　　　　　　ソフトウェア　　　　　５年 

（３）引当金の計上方法 

イ　退職給付引当金 

福島県市町村総合事務組合に加入しており、追加的な負担金は一般会計が負担するため、退職給付引当金は

計上しない。 
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ロ　賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

属する額（12 月から３月までの４か月分）を計上している。 

ハ　法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支払見込額に基づき、

当年度の負担に属する額（12 月から３月までの４か月分）を計上している。 

ニ　貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

（４）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜処理方式による。 

 

２　予定貸借対照表等に関する注記 

（１）企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定があるものを

含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 742,019 千円である。 

 

３　セグメント情報に関する注記 

　　　南会津町水道事業会計は、水道事業の単一セグメントのため、記載を省略している。 

 

４　その他 

（１）引当金の取崩し 

イ　賞与引当金の取崩し 

令和８年度において、期末手当及び勤勉手当として 8,747 千円を支給するため、賞与引当金 2,868 円を取り

崩している。 
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ロ　法定福利費引当金の取崩し 

令和８年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として 1,754 千円を支払うため、法定福利費

引当金 571 千円を取り崩している。 
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令和７年度南会津町水道事業予定貸借対照表

（ 令 和 ８ 年 ３ 月 31 日 ）

資 産 の 部

1 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産 円 円 円 円

イ 土 地 144,991,121

ロ 建 物 708,831,718

減 価 償 却 累 計 額 △ 492,179,305 216,652,413

ハ 構 築 物 13,180,954,940

減 価 償 却 累 計 額 △ 7,931,335,505 5,249,619,435

ニ 機 械 及 び 装 置 1,483,971,193

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,275,745,669 208,225,524

ホ 車 両 運 搬 具 3,975,874

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,777,079 198,795

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 7,243,500

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,753,233 2,490,267

ト 建 設 仮 勘 定 503,639,500

有 形 固 定 資 産 合 計 6,325,817,055

(2) 無 形 固 定 資 産

イ ソ フ ト ウ ェ ア 4,520,000

無 形 固 定 資 産 合 計 4,520,000

固 定 資 産 合 計 6,330,337,055
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2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 271,319,510

(2) 未 収 金

イ 営 業 未 収 金 56,523,984

ロ 営 業 外 未 収 金 0

ハ そ の 他 未 収 金 0 56,523,984

貸 倒 引 当 金 △ 9,002,346 47,521,638

(3) 貯 蔵 品 1,268,513

流 動 資 産 合 計 320,109,661

資 産 合 計 6,650,446,716
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負 債 の 部

3 固 定 負 債

(1) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

2,553,508,318

固 定 負 債 合 計 2,553,508,318

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

197,000,409

(2) 未 払 金

イ 営 業 未 払 金 30,000,000

ロ そ の 他 未 払 金 15,000,000 45,000,000

(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 2,868,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 571,000 3,439,000

流 動 負 債 合 計 245,439,409

5 繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

イ 国 庫 県 等 補 助 金 4,037,587,600

収 益 化 累 計 額 △ 2,498,735,081 1,538,852,519

ロ 企業債元金償還金繰入金 795,172,517

収 益 化 累 計 額 △ 795,172,517 0

ハ 建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金 97,142,214

長 期 前 受 金 合 計 1,635,994,733
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繰 延 収 益 合 計 1,635,994,733

負 債 合 計 4,434,942,460

資 本 の 部

6 資 本 金

(1) 固 有 資 本 金 381,002,686

(2) 繰 入 資 本 金 1,502,903,048

資 本 金 合 計 1,883,905,734

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

イ 国 庫 県 補 助 金 1,386,413

ロ 寄 付 金 5,017,500

ハ 工 事 負 担 金 94,944,182

ニ 補 償 金 43,643,026

ホ そ の 他 の 資 本 剰 余 金 0

資 本 剰 余 金 合 計 144,991,121

(2) 利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 36,089,652

ロ 建 設 改 良 積 立 金 190,697,298

ハ 当年度未処分利益剰余金 △ 40,179,549

利 益 剰 余 金 合 計 186,607,401

剰 余 金 合 計 331,598,522

資 本 合 計 2,215,504,256

負 債 資 本 合 計 6,650,446,716
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令和７年度南会津町水道事業予定損益計算書

（ 令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 から 令 和 ８ 年 ３ 月 31 日 まで）

1 営 業 収 益 円 円 円

(1) 給 水 収 益 308,156,364

(2) そ の 他 の 営 業 収 益 558,000 308,714,364

2 営 業 費 用

(1) 給 水 費 172,450,680

(2) 総 係 費 20,767,455

(3) 減 価 償 却 費 327,497,273

(4) 資 産 減 耗 費 1,000

(5) そ の 他 営 業 費 用 1,363,636 522,080,044

営 業 利 益 （ △ は 営 業 損 失 ） △ 213,365,680

3 営 業 外 収 益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 556,365

(2) 他 会 計 補 助 金 41,792,000

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 165,716,683

(4) 雑 収 益 1,000 208,066,048

4 営 業 外 費 用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 32,665,000

(2) 雑 支 出 11,325,000 43,990,000 164,076,048

経 常 利 益 （ △ は 経 常 損 失 ） △ 49,289,632
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5 特 別 利 益

(1) 固 定 資 産 売 却 益 1,000

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 1,000

(3) そ の 他 特 別 利 益 20,680 22,680

6 特 別 損 失

(1) 固 定 資 産 売 却 損 1,000

災 害 に よ る 損 失 424,338

過 年 度 損 益 修 正 損 1,000

そ の 他 特 別 損 失 1,000 427,338 △ 404,658

当 年 度 純 利 益 （ △ は 当 年 度 純 損 失 ） △ 49,694,290

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 9,514,741

その他の未処分利益剰余金変動額 0

当年度未 処分利 益剰余 金 （△は当年度未処理欠損金） △ 40,179,549
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実施計画に関する明細書
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令和８年度南会津町水道事業会計予算明細書

収　　　入
収 益 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 550,378559,144 8,766水道事業収

 1.営業収益 339,462336,123 △3,339益

 1.給水収益 338,972335,633 △3,339 335,633水道料金 水道料金

 2.その他の営 490490 0 170手数料 64道路占用申請手数料

業収益 96給水工事申請手数料

10給水装置工事事業者指定手数料

320雑収益 給水装置新設加入金

 2.営業外収益 210,913223,018 12,105

 1.受取利息及 25423 398 423預金利息 預金利息

び配当金

 2.他会計補助 43,95169,539 25,588 58,297他会計補助 30,000運営費補助金

金 金 26,088人件費補助金

2,209高料金対策補助金

11,242利子繰入金 10,739水道事業債利子償還補助金

補助金 503田島ダム関連事業利子償還補助金

 3.長期前受金 166,936153,055 △13,881 79,626国庫県等補 長期前受金収益化額（国庫県等補助金）

戻入 助金戻入

73,429企業債償還 長期前受金収益化額（元金償還補助金）

元金繰入金

戻入

 4.雑収益 11 0 1その他雑収 存目

益

 3.特別利益 33 0

 1.固定資産売 11 0 1土地売却益 存目

却益

 2.過年度損益 11 0 1過年度損益 存目

修正益 修正益

 3.その他特別 11 0 1その他特別 存目

利益 利益
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支　　　出
収 益 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 581,967593,565 11,598水道事業費

 1.営業費用 538,490548,596 10,106用

 1.給水費 186,533202,762 16,229 14,242給料 一般職（４人）

8,161手当 一般職

468　扶養手当

169　通勤手当

857　超過勤務手当

3,170　期末手当

2,737　勤勉手当

280　寒冷地手当

480　児童手当

1,970賞与引当金 一般職賞与引当金

繰入額

4,634法定福利費 4,602一般職共済組合納付金

32一般職公務災害補償基金納付金

399法定福利費 一般職法定福利費引当金

引当金繰入

額

250旅費 普通旅費

20被服費 作業服購入費

1,000備消品費 施設維持管理用備消品費

311燃料費 公用車等燃料費

43印刷製本費 給水装置工事検査済証印刷代

2,717通信運搬費 198電話回線料

2,519遠隔監視装置通信料

107,538委託料 28,903水質検査業務委託料

864水質管理業務委託料

221水道施設草刈業務委託料

64,082上下水道事業包括業務委託料

11,818有収率向上対策等業務委託料

1,210水質機器等メンテナンス業務委託料
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支　　　出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

440前処理装置メンテナンス業務委託料

30手数料 6自動車検査手数料

24ＣＡＤプログラム保守料

1,263賃借料 10有料道路使用料

711施設用地借上料

542設計積算システム使用料

33,367修繕費 3,700施設修繕料

22,000配水管修繕料

7,504量水器交換・修繕料

163公用車修繕料

22,800動力費 施設電気料

345薬品費 次亜塩素酸ナトリウム購入費

200材料費 施設維持管理用材料費

349保険料 263建物災害共済保険料

86自動車損害保険料

3,105負担金 1,078田島ダム関連負担金

1,921一般職退職手当負担金

106職員研修等負担金

18雑費 自動車重量税

 2.総係費 23,24621,001 △2,245 267報酬 上下水道事業運営審議会委員（11人）

6,964給料 一般職（２人）

3,709手当 一般職

336　住居手当

419　超過勤務手当

1,502　期末手当

1,338　勤勉手当

114　寒冷地手当

948賞与引当金 一般職賞与引当金

繰入額

2,239法定福利費 2,226一般職共済組合納付金

13一般職公務災害補償基金納付金
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支　　　出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

188法定福利費 一般職法定福利費引当金

引当金繰入

額

239旅費 160普通旅費

79費用弁償

153備消品費 事務用備消品費

846印刷製本費 48複合機印刷代

798業務用紙等印刷代

408通信運搬費 336郵便料

72電話回線料

1,784手数料 1,076口座振替等手数料

617窓口収納手数料

91振込手数料

1,985賃借料 772ＯＡ機器リース料

1,163公営企業会計システム使用料

50口座振替データ伝送システム使用料

1,216負担金 953一般職退職手当負担金

70職員研修等負担金

119日本水道協会負担金

74福島県水道協会負担金

55貸倒引当金 貸倒引当金

繰入額

 3.減価償却費 327,210323,832 △3,378 321,152有形固定資 有形固定資産減価償却費

産減価償却

費

2,680無形固定資 無形固定資産減価償却費

産減価償却

費

 4.資産減耗費 11 0 1固定資産除 存目

却費
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支　　　出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 5.その他営業 1,5001,000 △500 1,000雑支出 過年度水道料金還付金

費用

 2.営業外費用 38,47339,965 1,492

 1.支払利息及 32,12732,750 623 32,750企業債利息 水道事業債償還利子

び企業債取

扱諸費

 2.雑支出 6,3467,215 869 7,215消費税及び 消費税及び地方消費税

地方消費税

 3.特別損失 44 0

 1.固定資産売 11 0 1固定資産売 存目

却損 却損

 2.災害による 11 0 1災害による 存目

損失 損失

 3.過年度損益 11 0 1過年度損益 存目

修正損 修正損

 4.その他特別 11 0 1その他特別 存目

損失 損失

 4.予備費 5,0005,000 0

 1.予備費 5,0005,000 0 5,000予備費 予備費
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収　　　入
資 本 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 219,376178,353 △41,023資本的収入

 1.企業債 104,80089,900 △14,900

 1.企業債 104,80089,900 △14,900 89,900企業債 水道事業債

 2.補助金 112,02173,429 △38,592

 1.補助金 112,02173,429 △38,592 73,429一般会計補 水道事業債元金償還補助金

助金

 3.負担金 1,8001 △1,799

 1.工事負担金 1,8001 △1,799 1工事負担金 存目

 4.補償金 75515,023 14,268

 1.補償金 75515,023 14,268 15,023補償金 県補償金

7,300　国道352号穴沢橋関連工事補償金

7,099　国道121号バイパス関連工事補償金

町補償金

624　町道永田・中荒井線関連工事補償金
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支　　　出
資 本 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 370,772315,273 △55,499資本的支出

 1.建設改良費 147,462118,272 △29,190

 1.配水設備拡 11 0 1委託料 存目

張費

 2.配水設備改 147,460118,270 △29,190 33,660委託料 上郷地区施設再編基本設計業務委託料

良費 南郷地区電気探査業務委託料

東水源地改良詳細設計等業務委託料

県補償関連事業

　国道352号穴沢橋配水管詳細設計業務

　委託料

　国道121号バイパス配水管詳細設計業

　務委託料

84,610工事費 田島第２地区高野第２配水ポンプ場建設

工事請負費

田部長野地区配水管布設替工事請負費

田島第３水源地薬注設備更新工事請負費

田部水源地薬注設備更新工事請負費

上郷地区遠隔監視装置等設置工事請負費

町補償関連事業

　町道永田・中荒井線配水管移設工事請

　 負費

 3.営業設備費 11 0 1器具購入費 存目

 2.企業債償還 223,310197,001 △26,309

金  1.企業債償還 223,310197,001 △26,309 197,001元金償還金 水道事業債元金償還金

金

水道 42


